
まず、個々の入所者への適用水準を高めることの重

要性の普及を図る。

その上で、各施設で福祉用具の活用に関する考え方、

取扱いの方針を検討することが重要である。

■福祉用具の管理について組織的な対応を取って

いない施設が過半数である。

■福祉用具の管理は専門的な知識を背景に取り組

むべきとの認識は普及していない。

■福祉用具を適切に利用することで入所者の自立

促進が実現できることの認識が普及していな

い。

１．高齢者施設における福祉用具の利用と管理の現状

■福祉用具の整備を計画的に取り組んでいる施設

は少数

■「状態像に合わせた自立支援の実現」の具体的

な手段が確保されていない。

■福祉用具の管理・メンテナンスは、施設の管理

運営業務の中で１つの独立した分野として認識

されていない。

「福祉用具の管理は施設の管理運営業務の中で１つの

独立した分野である」という認識の普及を図る。

合わせて、「福祉用具の管理には専門的な知識と対応

が必要である」という認識も普及させることが重要

である。

２．福祉用具の管理・メンテナンスの体制

■介護老人保健施設では福祉用具の適用判断、利

用指導に関してリハ専門職中心に対応する体

制。福祉施設では介護職中心の対応となってい

る。

■退所を前提とする保健施設では退所時の指導を

行っている。

■保健施設でも、リハ専門職中心で対応する施設

と、リハ専門職と介護職との協議（チーム体

制）で対応する施設とが半々の状況である。

■多くの施設において、研修により職員に普及を

図るべき技術・知識のとしての位置づけが認め

られていない。

福祉用具の利用認識の普及促進は、リハ専門職が配

置されており、退所時の利用指導が普及している介

護老人保健施設から展開する。

介護老人福祉施設については、先進施設事例情報の

普及など、福祉用具利用への関心喚起からのアプロー

チが実際的である。

介護老人福祉施設は、福祉用具の管理に介護スタッ

フが携わる体制なので介護スタッフ向けの福祉用具

利用指針等の普及を図る。

３．福祉用具の適用判断、利用指導を核とした対応の促進

5 施設における福祉用具利用のあり方 【現状の整理と今後の方向性】

アンケート調査、ヒアリング調査の結果から現状の課題を整理し、今後、高齢者介護施設において、入所
者の自立支援につながる福祉用具の利用を促進するための取り組みの方向性をまとめました。
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■福祉用具事業者との相談、連携は「必要が生じ

た時」に都度対応する施設が多い。

■定期的な接触機会がないため、福祉用具事業者

から提供される情報が蓄積されていない。

■事業者との相談、連携の対象は主に所中の入所

者。介護老人保健施設では退所後の生活環境整

備までフォローする取組がある程度定着してい

る。

■入所者の生活の連続性を維持する視点が重視さ

れると、入所前の生活環境確認から相談、連携

する機会が拡大する可能性がある。

福祉用具事業者（福祉用具専門相談員）が、３．で

提案した施設への関心喚起の働きかけの役割を担う

ことができる。

入所者の生活環境の連続性維持の観点から、福祉用

具事業者が、在宅環境と施設環境の情報提供、連続

性を維持するための提案などの役割を担うことがで

きる。

福祉用具事業者としては、介護老人保健施設はリハ

ビリテーション専門職、介護老人福祉施設は福祉用

具調達の担当者を窓口としてアプローチすることが

有効ではないか。

４．福祉用具供給事業者との連携

■入所者の自立支援の観点から、個々の入所者に

適合した福祉用具を適合したいという施設側の

要望は大きい。

■個々の入所者に適合した福祉用具の調達手段と

して、福祉用具貸与への期待、ニーズは大き

い。特に介護老人保健施設でより期待が大き

い。

施設側の「期待」を施設運営における具体的な対応

に結びつけるための方策・仕組みの検討を進めるべ

きではないか。

検討に際しては、施設で福祉用具の活用を拡大する

ことの分かりやすい目標設定 (在宅と同じ環境の実現

等 )が重要である。

そうした方策、仕組みを継続的に協議する機会ある

いは組織の創出が必要ではないか。

５．施設における福祉用具利用の促進に向けて

5 施設における福祉用具利用のあり方 【現状の整理と今後の方向性】
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5
施設において、入所者の自立支援の実現のために、すでにあるものを工夫して使うにとどまらず、個々の
入所者の状態の応じた最適な福祉用具を積極的に導入することが望まれます。
ここでは、「施設にいても在宅と同程度の福祉用具利用環境を実現すること」という目標を掲げ、実現に
向けたステップを提案しています。

① 高齢者施設における福祉用具利用の現状確認と啓発
　 在宅との比較、先進事例との比較による啓発

② 福祉用具利用見直しの目標設定
  「施設にいても在宅と同程度の福祉用具利用環境を実現すること」

● 利用者の状態変化に応じた交換利用
・定期的なモニタリングによって利用者の状態変化を把握

⇒状態変化に応じてケアマネジメントの目標を見直し
⇒必要に応じて利用する福祉用具を変更

● 利用者変更時の消毒の徹底による衛生管理

③目標達成に向けた対応策の検討
　状況改善方策のメニューを検討

④施設毎にメニューの選択
　施設の運営方針と整合するメニューの選択

⑤施設運営における改善方策メニューの落とし込み
　組織体制整備、人材確保、バックアップ体制整備

施設における福祉用具利用のあり方 【目標の設定と働きかけ】

データを用いた広報などによ
り問題意識を喚起します

施設間で共有できるわかりや
すい目標とします

概念的でなく、入所者の生活
状態としてのイメージを共有
しやすい目標とします

福祉用具関連団体の組織的な
取り組みの根拠となります

取り組みやすい対応策を検討
します

例：
「施設の事業計画に福祉用具
の活用方針、整備計画、管
理・メンテナンスについて記
載する」「研修の実施」「外
部専門職や福祉用具事業者と
の連携強化」など

施設の運営目標に対して、福
祉用具活用促進のメリット、
現実的な体制、仕組みが構築
できるか、などを検討します

コスト面への影響にも留意
し、外部の資源の有効活用な
ども充分に検討します
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